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本文中、各表の金額は表示単位未満を四捨五入しており、端数処理の関係上合計が一致しない場合があります。





Ⅰ　経営戦略の位置付け


１．本町の概況と農業集落排水事業の歩み
本町は青森県の津軽半島中央部に位置しており、もともと隣接していない２町村が2005（平成17）年に合併した経緯を持ち、旧中里町域と旧小泊村域の2つに分かれて存在しています。面積合わせて約220平方kmの山岳地域となっています。
農業集落排水事業は、1997（平成9）年に供用を開始しました。生活水準の向上や経済活動の拡大により、生活雑排水の増加が著しく、環境悪化の原因となっています。豊岡地区では農業集落排水事業を実施中ではあるものの、未整備地区が多いため、より一層の下水道整備が求められています。
[image: ]本町における人口は長年にわたり減少傾向であり、農業集落排水事業の共用を開始した1997（平成９）年の６割程度に減少しております。　
人口減少に伴う使用料収入の減少や施設の老朽化、さらなる整備など、これから直面する課題に対して解決を図りながら事業経営を持続して行かなければなりません。
また、一方では物価高騰への対応や積極的なデジタルの活用（DX）とグリーン化（GX）の推進が求められていることを踏まえた経営戦略の検討が必要となっています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現在の農業集落排水事業整備区域
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[bookmark: _Hlk113904563]２．総務省が推進する経営戦略策定及び改定の背景と目的
（１）背景
我が国においては、今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う更新需要の増大、脱炭素化の推進やDXへの取組にかかる設備投資増大、職員数の減少など、公営企業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増す状況にあります。 
各公営企業が将来にわたり住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくためには、経営戦略の策定・改定や抜本的な改革などの取組を通じ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るとともに、これらについてより的確に取り組むため、公営企業会計の適用拡大や経営比較分析表の活用による「見える化」を推進することが求められています。

[image: ]
※出典：総務省「令和5年度の公営企業関係主要施策に関する留意事項」について



（２）目的
[bookmark: _Hlk95149007]公営企業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、住民生活に身近な社会資本を整備し、生活に不可欠なサービスを提供する役割を果たしており、将来にわたりその本来の目的である公共の福祉を増進していくことが必要です。
　経営環境が厳しさを増す中にあっても、事業・サービスの提供を安定的に継続できるよう、中長期的な視点に立った経営を行い、徹底した効率化、経営健全化に取り組むことが必要となっています。
総務省においては、公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を企業ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を実現していくことを強く求めています。
2022(令和４)年１月には総務省の「経営戦略策定・改定マニュアル」が改定となり、取組の進捗と成果を一定期間ごとに評価、検証した上で、次の視点から実効性のある改定が求められています。
❶ 今後の⼈⼝減少等を加味した料⾦収⼊の的確な反映
❷ 減価償却率や耐⽤年数等に基づく施設の⽼朽化を踏まえた将来における所要の更新費⽤の
的確な反映
❸ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動⼒費等の上昇傾向等の的確な反映
❹ ❶❷❸等を反映した上での収⽀を維持する上で必要となる経営改⾰
（料⾦改定、広域化、⺠間活⽤及び効率化、事業廃⽌等）の検討
[image: ]これらの内容を反映したうえで、策定及び改定した経営戦略に沿った取組等の状況を踏まえつつ、PDCAサイクルを通じて質を高めていくため、３年から５年ごとの⾒直しを行うことが重要とされしています。



※出典：総務省「地方公営企業の現状と課題」
３．経営戦略の位置付け
本経営戦略は、将来にわたり持続可能な事業運営を行うための、市町村単位での経営戦略に位置づきます。
本経営戦略の中で「青森県汚水処理施設整備構想」を進めていくために、具体的な活動計画である「経営戦略」を中期計画と定めて、策定・改定するものです。
2023（令和5）年6月に「青森県汚水処理施設整備構想」が見直され、第5次構想が公表されました。これまでの第４次構想からの大きな変更点として、2021（令和３）年に策定された「青森県汚水処理施設広域化・共同化計画」が反映されており、各市町村が短期的（５年程度）、中期的（10年程度）な実施計画と長期的な方針（２０～３０年）を立てる必要があります。
[image: ][image: ]　中泊町に求められているのは、「処理場維持管理等の業務委託の共同発注」、「管路維持管理業務委託の共同化」、「その他ソフト面の共同化」の３メニューであります。「処理場維持管理等の業務委託の共同発注」については、2032（令和14）年以降、「管路維持管理業務委託の共同化」については、2022（令和4）年からの対応が求められています。
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※青森県汚水処理施設整備構想（第5次構想）
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[bookmark: _Hlk113904606]１　本戦略の事業の現況
（１）事業の現況（事業概要）
本戦略の対象となる事業は中泊町農業集落排水事業、事業概要は次のとおりです。
	項目
	処理区域

	
	豊岡地区

	事業
	農業集落排水事業

	共用開始
	1997（平成9）年

	法適・非適用区分
	非適用

	処理区域内人口密度※
	13.91人/ha

	処理場数
	1施設

	広域化・共同化・最適化実施状況
	なし


※処理区域内人口密度は2022（令和4）年度決算統計に基づく算出となります。
（２）使用料体系の状況
本町の使用料体系は、従量制による料金を設定しています。
２０14（平成２6）年4月に料金の改定を実施後、現在まで改定はありません。
■料金体系（税抜き）
	区分
	金額
	備考

	水道を使用するもの
	　
	料金は、この表に基づき算出して得た額に消費税法の規定による消費税の額及び地方消費税の額に相当する額を加えた額とする。ただし、その額に1円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額とする。

	　
	基本使用料（10立法メートル以下）
	1,200円
	

	　
	超過使用料（1立法メートルにつき）
	125円
	

	その他の水を使用するもの
	　
	

	　
	基本使用料
	2,700円
	

	水道水とその他の水を併用する者
	　
	

	　
	基本使用料
	1,200円
	

	　
	超過使用料（1立法メートルにつき）
	125円
	



（３）組織の状況
[bookmark: _Hlk149286623]本町の農業集落排水事業については、上下水道課が所管しています。
組織体制は町長を管理者とし、上下水道課は2023（令和５）年３月３１日時点で上下水道課長1人、布設工事監督者1人、庶務係職員2人、工務係職員2人、下水道係２人、小泊事業所職員1人の合計９人です。ただし、職員は他事業と兼務のため、農業集落排水事業における損益勘定職員はおりません。
[image: ]


（４）民間活力の活用等
	❶民間委託
（包括的民間委託を含む）
	現時点において、活用しておりません。

	❷指定管理者制度
	

	❸PPP/PFI方式の活用
	



（５）資産活用の状況
	❶エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等）
	現時点において、検討しておりません。

	❷土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）
	





[bookmark: _Hlk113904631]2　経営状況分析
（１）財務分析（収支等の経年分析）
直近５か年（20１８（平成３０）年度から2022（令和４）年度まで）の実績における経常的な活動の収支を示す収益的収支、投資や企業債の発行及び償還を示した資本的収支の他、企業債残高の推移及び収益の基礎となる区域内人口の推移を分析しました。
■決算推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: ]

前ページの表による分析ポイントは、次のとおりとなります。

	【営業収益及び営業外収益】
　使用料収入…2018（平成30）年度から2022（令和4）年度まで横ばい。
　他会計繰入金…2018（平成30）年度から2022（令和4）年度まで上昇傾向。

【営業費用】
動力費…2018（平成30）年度から2021（令和3）年度までは横ばい。
　　　　　　　 2022（令和4）年度には、物価上昇に伴い、大幅に増加（前年比約130％）。
修繕費…2018（平成30）年度から2022（令和4）年度まで上昇傾向。
委託料…2018（平成30）年度から2021（令和3）年度までは横ばい。
　　　　　  　2022（令和4）年度には、大幅に増加（前年比約280％）。

【総費用】
2019（令和元）年度から2022（令和4）年度まで上昇傾向。
　
【処理区域内等人口】
処理区域内人口…2018（平成30）年度から2022（令和4）年度まで減少傾向。






（２）有収水量及び有収率の推移
使用料収入に影響を与える有収水量及び有収率を２０１8（平成30）年度から２０２２（令和４）年度までの過去5年間で分析します。
有収水量とは、供給した水量のうち、使用料徴収の対象となる水量をいいます。
有収率とは、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の割合を示します。有収率が高いほど使用料徴収の対象とすることができない不明水が少なく、効率的であることを示します。
総処理水量を見ると、2019（令和元）年度を除けば横ばいとなっており、有収水量は過去５か年で増加傾向にあります。このことから、農業集落排水事業の運営は効率化してきていると言えるでしょう。

■有収水量／有収率の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：㎥）
　[image: ]

【有収水量及/有収率の推移】　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）
[image: ]




[bookmark: _Hlk128989605]（３）経営比較分析表による現状分析～青森県内各市町村との比較～
経営比較分析表は、総務省が推進する「見える化」の一環として経営指標の経年比較や他（類似団体平均）公営企業との比較等を行い、現状や課題等を的確に把握するとともに、経営状況をわかりやすく説明するため、策定し公表するものです。
本戦略においては、経営比較分析表の指標のうち以下の経営指標について分析します。
なお、本戦略作成時点では2021（令和3）年度末時点のものが最新となっているため、2021（令和3）年の青森県内類似団体比較及びその分析となります。

	❶経費回収率（％）
❷汚水処理原価（円）
❸水洗化率（％）



■202１（令和３）年度　青森県内類似団体の指標一覧（法非適用 農業集落排水事業）
[image: ]
※各団体の経営比較分析表より作成。
　最小値を赤網掛け、最大値を青網掛けで表示。










❶経費回収率（％）

　基本算式：使用料／汚水処理費×100

経費回収率は、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水準等を評価することが可能となります。
国土交通省においては、下水道事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費及び当該事業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが困難であると認められる経費を除き、当該事業の経営に伴う収入をもって充てなければならないとしており、適正な経費負担区分を前提とした「独立採算の原則」が定められていることから、経費回収率を100％以上になることを求めています。
当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す100％以上であることが求められます。数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要となります。
[image: ]■経費回収率の推移

	【ポイント】
・青森県内類似団体の平均（36.89％）より高めの43.40％
・過去5か年の推移は減少傾向




❷汚水処理原価（円）

　基本算式：汚水処理費／年間有収水量

汚水処理原価は、有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。
[bookmark: _Hlk131000781]総務省においては「下水道事業における使用料回収対象経費に対する地方財政措置については、最低限行うべき経営努力として、全事業平均水洗化率及び使用料徴収月3,000円／20㎥を前提として行われていることに留意すること。」（公営企業の経営にあたっての留意事項について平成26年8月29日総務省公営企業課長通知）として、各自治体及び事業体に対して経営改善を求めています。
当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、有収水量や汚水処理費の経年の変化等を踏まえた上で、現状を分析し、今後の状況について将来推計する必要があります。
また、分析及び統計を元に、必要に応じて投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収水量を増加させる取組といった経営改善が求められます。
[image: ]■汚水処理原価の推移

	【ポイント】
・青森県内類似団体の平均（518.71円）より低い298.69円
・過去5か年の推移は減少傾向




❸水洗化率（％）

　基本算式：現在水洗便所設置済み人口/現在処理区域内人口

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。
公共用水域の水質保全や使用料収入の増加等の観点から、 100％となっていることが望ましいとされています。一般的に数値が 100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入の増加を図るため、水洗化率向上の取組が必要となります。
[image: ]■水洗化率の推移

	【ポイント】
・青森県内類似団体の平均（79.39％）より低い53.40％
・過去5か年の推移は増加傾向


（４）経営状況分析から見える本町の特徴
前ページまでの検証結果をまとめると次のとおりです。

❶経費回収率が低い 
○原因と今後の対策
使用料収入が増加傾向にありますが、それを上回る割合で汚水処理費が増加しているため、相対的に経費回収率が低下しています。青森県内類似団体と比較すると高めではありますが、独立採算の原則で求められている100％よりは低い状況です。また、物価や動力費は今後さらに上昇していくことが予想されるため、状況によっては使用料収入を増やすための使用料改定が必要となります。

❷有収率が低い 
○原因と今後の対策
過去５か年で有収率は増加傾向にあるものの、依然として青森県内の市町村でワースト2位であり、使用料徴収の対象とすることができない不明水が多い状況にあります。
使用料収入を増やし、効率的な事業運営を行うためにも、有収率の増加傾向を維持していく必要があります。

❸水洗化率が低い
○原因と今後の対策
過去５か年の水洗化率はほぼ横ばいであり、青森県内の市町村で最も水洗化率が低い状況にあります。2017(平成２９)年に策定した経営戦略においても問題視されていた、環境悪化の原因が改善されておりません。
水質保全や使用料収入増加のためにも、処理区域内の人口減少による水洗化率の向上を待つだけではなく、抜本的な改革が必要です。
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１．有収水量及び使用料収入の予測
（１）人口の予測
国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）による本町の人口推計をみると、2060（令和42）年の人口は、社人研推計準拠が3,219人となります。
また、社人研推計準拠の推計を利用し、この間の合計特殊出生率が２０３０（令和１２）年頃までに 2.07まで上昇したと仮定したシミュレーション1では2060（令和42）年の人口は3,976人、人口移動が均衡したと仮定したシミュレーション２では2060（令和42）年の人口は7,071人と予測します。
一方、当町の第２期中泊町まち・ひと・しごと創生総合戦略や人口ビジョンにおいては、国や県の長期ビジョン及びこれまでの推計・分析結果、住民の希望などを勘案するとともに、当町が将来目指すべき方向をふまえた上で、独自の将来人口を推計しています。出生率及び順移動率の改善に向けた政策に取り組むことにより、シミュレーション1と比較して約2,000人の人口減少を抑制する効果を期待しております。

[image: ]【社人研による人口推計】　　　　　　　（単位：人）　　　【中泊町による人口推計】　　　（単位：人）[image: ]
　本戦略においては、中泊町による人口推計を基とした推計とします。
　農業集落排水区域内人口が、中泊町による人口推計と同じ割合で推移すると仮定した場合、次ページのようになります。

[image: ]【農集区域内人口推計】　　　　　　　　（単位：人）　　









（２）有収水量の予測
　有収水量の予測に際し、総人口・農集区域内人口については中泊町による人口推計を基に推計しました。水洗化人口については、過去５か年の水洗化率平均増減実績を基に毎年約1％ずつ水洗化率が増加すると仮定し、農集区域内人口推計を用いて推計しました。
また、過年度の実績から一人当たり有収水量を設定し、水洗化人口をかけることで有収水量を推計しています。

【農集区域内人口及び水洗化人口推計】                             （単位：人）　
[image: ]













【有収水量推計】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：m2）
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（3）使用料収入の予測
有収水量の予測と、過去５か年の1m2あたり平均使用料を基に、使用料収入を算出しました。

【使用料収入推計】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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2．組織の予測
今後も上下水道課で事業運営を行うことを基本としています。上下水道課における組織体制についても、これまでどおり庶務係、工務係、下水道係、小泊事業所職員による運営を継続する予定です。


3．投資の予測
　 投資の予測において、現時点では新設や改築に伴う工事は予定しておりません。農業集落排水事業は直近では大規模な工事の予定はありませんが、今後の工事予定については、補助金の状況や工事費用を鑑み、変更していきます。


43．現状の課題
これまで行ってきた検証に基づき、課題を整理すると次のとおりとなります。

	○人口及び世帯数の減少を踏まえた、10年先から30年先を見据えた経営戦略が必要
○共用開始より20年以上が経過したため、設備更新や老朽化対策が必要
○物価上昇に対する収益の確保と費用の削減
○今後の投資に向けた財源の確保
○青森県内処理事業汚水処理施設広域化・共同化へ向けた準備





54．経営の基本方針
【経営の基本方針】

安全・安心で快適な下水道サービスを持続的かつ安定的に提供する

人口減少や高齢化の進行、節水機器の普及等による使用料収入の減少に加えて、施設及び設備の老朽化に伴う改築及び更新事業への投資の増大等、今後の農業集落排水事業を取り巻く経営環境はますます厳しくなることが予想されます。このため、本町では効率的で持続可能な農業集落排水事業の実現に向け、“安全・安心で快適な下水道サービスを持続的かつ安定的に提供する”ことを農業集落排水経営の基本方針として、経営戦略を改定します。なお、本戦略の計画期間は2024（令和６）年度から2033（令和１５）年度までとします。
農業集落排水事業は、管路や処理施設、各種施設等多くの資産の健全性を維持することが、安定した事業運営を行うための前提条件となります。一方で、投資事業には多大な資金が必要になるため、その「投資試算」(投資事業にかかる費用の見通し)と「財源試算」(使用料収入等財源の見通し)を均衡させなければ、事業を持続させることはできません。 
この投資事業に必要な財源を確保し、「投資試算」と「財源試算」を均衡させるためには、徹底した農業集落排水事業の効率化や健全化に取り組み、事業運営に係る経常的な費用の削減と適正な使用料の設定を進めることで経営基盤の強化を図るとともに、施設や設備等の投資の最適化を進めることが必要です。
経営の基本方針を実現するために、具体的に次に示す5つの方針を設定しました。













経営方針❶繰入金の削減
2022（令和4）年度で37,274千円が他会計からの繰入金となっており、総収益の85%以上を一般会計に頼っているのが現状です。減価償却費等一般会計の負担を考慮し、計画期間である2033（令和15）年度までに55％以下への削減を目指します。

経営方針❷経費回収率の向上
経費回収率は2022（令和4）年度で36.9％となっています。しかし、今後の人口減少による使用料収入の減少と、物価高騰による汚水処理費高騰をふまえると、経費回収率は急速に低下していくことが予想されます。よって、経費回収率低下を抑え、本計画期間である2033（令和15）年度に、経費回収率35％以上を目標とします。

経営方針❸使用料の見直し 
人口減少に伴い使用料収入が減少する一方で、既存施設の老朽化は進み、大規模な更新及び改修工事が必要になるとともに、物価の上昇も相まって費用は益々増加していきます。今後の施設の更新需要や使用水量、財務状況の検証等を行い、2029（令和11）年以降に使用料改定を検討することとします。

経営方針❹適切で計画的な事業執行 
維持管理費の増加傾向から厳しい経営を強いられており、財源が限られる中、適正な事業計画と財政計画を基に、健全な財政運営を目指し持続可能な経営を行います。
また、地方公営企業会計へ移行することを受け、経営の透明性を高め、経営状況をわかりやすく提供するよう努めます。

経営方針❺農業集落排水事業の理解促進 
下水道については、衛生的で快適な生活を送るために欠かせない施設であるにも関わらず、普段は目につくことが少ないため、町民の理解を得られにくい状況にあります。
農業集落排水事業を持続的かつ安定的に運営していくためにも、下水道の役割や仕組み等基本的な事項から経営状況等も含めた理解促進を進めます。
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１．投資・財政計画の計算根拠
（１）収益的収支
投資・財政計画の収益的収支（農業集落排水施設等を維持管理するためにかかる収支）を推計するに当たり、前章で示した予測に基づいて算出しています。経費のうち、動力費については安価な調達ができるよう入札等を行い、薬品費、修繕費、委託料等については包括的民間委託を行う等、引き続きコストの縮減に努めていきます。また、人件費以外の動力費、修繕費、材料費、委託料等は今後の物価上昇を見込んでいます。
投資・財政計画は30年間のシミュレーションを行い、このうち本戦略の計画期間である
２０３３（令和１５）年度までの１０年間分を掲載します。

【収益的収支推計条件】
[image: ]
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（２）資本的収支
投資・財政計画の資本的収支（農業集落排水施設等を改築及び更新するために要する収支）を推計するに当たり、前章で示した予測に基づき算出しています。
収益的収支同様に、投資・財政計画は３０年間のシミュレーションを行い、このうち本戦略の計画期間である２０３３（令和１５）年度までの１０年間分を掲載します。

【資本的収支推計条件】
Ⅳ投資・財政計画
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２．投資・財政計画（シミュレーション）　
（１）現状予測に基づくシミュレーション
　前章までの今後の予測に基づいたシミュレーションとなります。経費は、コストの増減削減に努めていますが、近年の物価上昇や電気代増加により、上昇が想定されます。減価償却費は、耐用年数を迎える固定資産があるため、減少していきます。
　法適用に伴い、2024（令和6）年度から減価償却費や前受金戻入が計算されるため、総収益に占める繰入金割合は見かけの数値上減少しますが、2023（令和５）年度から状況は変わりません。
　当年度純利益は常に黒字となってはいますが、他会計からの繰入金が多いためです。独立採算による収支均衡を目指すためにも、他会計からの繰入金を減らす必要があります。




























【収益的収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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【資本的収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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【資本的収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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（２）目標達成に向けたシミュレーション
現状予測に基づく投資・財政計画の結果、コストの縮減に努めているものの、経営方針における目標については達成する見込みにはなりません。したがって、今後の目標値達成に向けたシミュレーションを行います。
シミュレーションを行うに当たっては、使用料の改定時期を2029（令和11）年度とし、その後も原則４年ごとに使用料の妥当性の検証を行うこととしました。
使用料改定までの期間は、原価計算見直し等を実施し費用削減へのアプローチを行うとともに、不明水への改善策を実施することによる有収率の向上等の収入へのアプローチを行います。

なお、資本的収支については（１）現状予測に基づくシミュレーションと同様になります。



目標達成に向けて2029（令和11）年度に使用料改定を実施

	【目標】
計画期間内に総収益に占める繰入金割合を55%以下に削減
計画期間最終年である2033（令和15）年度に経費回収率35％以上を達成

【シミュレーション】
2029（令和11）年度に、使用料を2022（令和4）年度現在の農業集落排水事業使用料単価（148.25円）から１㎥当たり20.75円（約14％）上げ、169円とします。さらに、2033（令和15）年度に使用料を１㎥当たり21円（約12％）上げ、190円とします。

　2024（令和6）年度より、収益的収支が黒字を保ちつつ繰入金割合を減らすために、他会計からの繰入金を8,000千円減らします。






目標達成に向けたシミュレーション
【収益的収支】（単位：千円、％）


[image: ]
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【資本的収支】（単位：千円）
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【資本的収支】（単位：千円）
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（３）投資・財政計画（収支計画）における今後の取組の概要
18ページで設定した経営の基本方針である「安全・安心で快適な下水道サービスを持続的かつ安定的に提供する」ためには、計画期間内に目標を達成する必要があります。
26ページで示したシミュレーションを目標とします。
ただし、使用料改定に際しては、町民への説明等の町民参加手続きが必要なことから、最短でも２０２９（令和１１）年度を目途に今後の取組を実施します。
経営の基本方針における目標達成や投資・財政計画の推進に向け、次のとおり活動を実施します。

❶本戦略の計画期間における目標値達成に向けた活動
今後の老朽化対策や物価上昇に向けて、使用料改定を前提とした活動を実施します。
なお、使用料改定の協議にあたっては、使用者の負担軽減や本事業の継続性を前提として、社会情勢、経営環境の変化を考慮し、検討します。
各経費については、物価上昇に伴い圧縮や削減が難しい状況となっていることから、引き続き効率的及び効果的なコストを意識し、可能な限りの縮減に努めます。

	○使用料収入 
　 現状、有収率が約75％であり、不明水が約25％を占めています。使用料収入を増やすため
にも、不明水を減らす改善策を検討し、実施してまいります。
○動⼒費 
動⼒費は、電力契約について、入札等により安価な調達ができるよう努めます。
○薬品費、修繕費、委託料等
民間委託等によりコストの削減に努めます。










❷本戦略の計画期間における目標値達成に向けたロードマップ
本戦略の計画期間における目標達成に向けて、次に示すロードマップで取組を実施します。
特に使用料改定については検討、協議、実施、検証の流れを確立し、使用料改定の検討を2028（令和10）年度以降４年に１回、本戦略を含めた見直し及び改定を実施します。

■目標に向けたロードマップ
[image: ]
※2029（令和11）年度は2022（令和４）年度の使用料単価と比較して１㎥当たり20.75円改定
　2033（令和15）年度は2029（令和11）年度の使用料単価と比較して1ｍ3当たり21.00円改定


❸本戦略の計画期間における投資及び投資財源に対する取組及び検討
今後の投資に向けては次の視点を含めて検討を行います。

	○今後の維持管理費用（ランニングコスト）の低減化
○総務省が推進する広域化・共同化
○PPP／PFIの民間活力の活用
○国の推進する脱炭素化、省エネルギー、広域化等に対する補助金等の確保







❹その他本戦略の計画期間における取組及び検討事項
●弾力的な使用料改定に向けた原価計算の実施
経営環境が大きく変貌する中で、本事業を持続的に運営する必要があります。このための財源としては使用料収入が不可欠です。
総務省においては、地方公営企業の料金（使用料）については、「公正妥当なもので、かつ能率的な経営の下における適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければならない」とし、計画的な料金水準（使用料）の改定を求めています。
計画的な料金水準（使用料）の改定に向けての留意事項として、総務省は次のものを求めています。
・社会情勢、経営環境の変化に応じて適切な料金となるよう、３年から５年内の経営戦略の改定の
際に料金水準等を検証し、必要な改定の検討を行うこと。その際、施設の老朽化の実態や経営の将
来見通しについて住民や議会にわかりやすく公表し、議論すること。 
・総括原価主義の原則に基づき、狭義の原価に事業報酬を加えた原価を基礎とすること。その際、経営改善・合理化を一層徹底し、原価を極力抑制するとともに、特に水道事業や下水道事業など、将来にわたって安定的に事業を継続する必要がある事業については、施設の計画的な更新の原資を確保するため、事業報酬として必要な資産維持費を算定することを検討すること。 
・人口減少等の経営環境の変化に対応するため、将来にわたり健全な経営を確保できる水準とするとともに、料金体系（例えば、基本料金と従量料金の比率等）についても適切に配意すること。
このため、本町においても原価計算による現状と今後の使用料改定に向けた検討及び議論を進めます。

●農業集落排水事業の理解促進に向けた広報及び啓発活動
農業集落排水事業の理解促進のため、下水道の役割、適正利用（油類を流さない、トイレットペーパー以外を流さない等）や経営状況等について、多くの町民からより一層の理解を得るために、広報なかどまりや町ホームページ、SNS等の広報媒体の活用や、施設の見学会、学校への出前講座等、積極的な広報及び啓発活動を行います。

●人材の育成
全国的に自治体の技術職員が不足している等、深刻な課題となっていることから、本町においては、今後の投資コストの効率化や施設及び設備の効率的運用を図るため、より一層の技術職員の確保と育成に努めます。





❺その他今後の取組についての検討事項
現時点での具体の活動はありませんが、今後、本事業における検討事項は次のとおりとします。

	○維持管理に向けたPPPの検討
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Ⅴ　経営戦略の取組体制




１．経営推進体制
本戦略における取組は、所管である上下水道課を中心として実施します。進捗状況については、上下水道課で情報収集及び進捗管理を行い、財政部局（財政課）や人事部局（総務課）と協議します。
■経営推進体制イメージ 

[image: ]
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２．PDCAサイクルの実行
経営戦略はＰＤＣＡサイクルにおける計画（PLAN）に位置付けられます。今後は実行（DO）、検証（CHECK）、改善（ACTION）等のPDCAサイクルを確実に実施することが重要です。 
検証においては、経営比較分析表を毎年度作成し、経営指標を⽤いた経営分析や類似団体との比較分析を行います。
これらのPDCAサイクルにより経営状況を的確に把握し、経営の健全化及び効率化に取り組んでいきます。
なお、ＰＤＣＡのサイクルイメージは次の図のとおりです。

■PDCAサイクルイメージ
[image: ]



３．次回以降の見直し
本戦略の次回以降の見直しについては、使用料の妥当性の検証及び検討や投資計画の進捗等、経営の変化にあわせて、２０２８（令和１０）年度から原則５年ごとに見直しを行います。
なお、自然災害等の突発的な事象があれば、次のスケジュールに関わらず適宜見直しを行います。
また、見直し及び検討に当たっては、広く町民等からの意見を募るパブリックコメントを実施します。

■経営戦略及び使用料の見直しスケジュール
[image: ]
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科目

2018(平成30)年

度

2019(令和元)年度 2020(令和2)年度 2021(令和3)年度 2022(令和4)年度

【収益的収支】

営業収益① 5,670 5,574 5,852 5,958 5,990

うち料金収入 5,670 5,574 5,852 5,958 5,990

営業外収益② 34,895 33,359 35,142 35,433 37,274

うち他会計繰入金 33,595 33,359 35,142 35,433 37,274

その他 1,300 0 0 0 0

総収益①＋②…Ａ 40,565 38,933 40,994 41,391 43,264

営業費用③ 13,247 12,236 14,048 14,290 18,143

うち動力費 2,315 2,184 2,149 2,366 3,007

うち修繕費 292 227 707 632 1,699

うち薬品費 581 570 426 466 387

うち委託料 5,345 4,143 4,236 4,329 12,113

その他 4,714 5,112 6,530 6,497 937

営業外費用④ 4,209 3,725 3,248 2,774 2,294

うち支払利息 4,209 3,725 3,248 2,774 2,294

総費用③＋④…Ｂ 17,456 15,961 17,296 17,064 20,437

経常収支Ａ-Ｂ…Ｃ 23,109 22,972 23,698 24,327 22,827

【資本的収支】

資本的収入⑤ 0 0 0 0 0

資本的支出⑥ 23,120 23,227 23,648 24,119 22,293

うち地方債償還 23,120 23,227 23,648 24,119 22,293

資本的収支⑤-⑥…Ｄ △ 23,120 △ 23,227 △ 23,648 △ 24,119 △ 22,293

収支合算Ｃ＋Ｄ △ 11 △ 255 50 208 534

【地方債元金残高】

地方債元金残高 183,985 160,758 137,110 112,991 90,698

【処理区内等人口】

人口情報 平成30年度 令和01年度 令和02年度 令和03年度 令和04年度

行政区域内人口 11,068 10,779 10,478 10,166 9,894

排水区域内人口 1,014 986 962 940 904

処理区域内人口 1,014 986 962 940 904

水洗便所設置済人口 540 516 503 502 502

単位：千円

単位：千円

単位：千円

単位：人
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項目

2018

（平成30）

年度

2019

（令和元）

年度

2020

（令和2）

年度

2021

（令和3）

年度

2022

（令和4）

年度

総処理水量 56,501 49,859 56,441 54,794 55,145

有収水量 39,624 38,825 39,897 40,989 41,185

有収率 70.1% 77.9% 70.7% 74.8% 74.7%
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2018 2019 2020 2021 2022

有収水量

39,624 38,825 39,897 40,989 41,185

有収率

70.1% 77.9% 70.7% 74.8% 74.7%
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❶ ❷ ❸

団体名・施設数

処理区内

人口（人）

有収率

（％）

家庭料金

20㎥（円）

処理区域内

人口密度(人

/km

2

)

経費回収

率（％）

汚水処理原

価（円）

水洗化率

（％）

中泊町・１ 940 74.80 2,965 1,446.15 43.40 298.69 53.40

黒石市・１ 108 53.50 4,045 675.00 29.30 803.28 91.70

平内町・４ 1,477 100.00 2,980 940.76 37.10 428.54 89.60

鰺ケ沢町・５ 1,476 81.60 2,297 1,032.17 43.70 318.55 65.90

板柳町・３ 4,177 89.10 2,920 1,246.87 47.20 336.99 60.90

七戸町・２ 861 98.80 3,300 711.57 21.10 845.64 81.00

六戸町・０ 1,546 84.90 2,420 690.18 25.30 520.37 93.70

横浜町・１ 243 100.00 2,940 486.00 31.40 368.84 82.30

東北町・３ 1,242 104.30 2,640 828.00 54.50 256.26 93.10

おいらせ町・１ 3,250 96.20 2,640 1,775.96 51.20 282.94 100.00

南部町・5 5,665 95.50 2,480 1,095.74 51.60 274.37 66.70

新郷村・１ 266 100.00 1,760 682.05 6.90 1,490.04 74.40

県内類似団体平均 1,771 89.89 2,782 967.54 36.89 518.71 79.39

青森県内町平均 - - - - 56.85 323.93 75.10

青森県平均 - - - - 51.90 383.46 80.55
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項目

2018

（平成30）

年度

2019

（令和元）

年度

2020

（令和2）

年度

2021

（令和3）

年度

2022

（令和4）

年度

汚水処理費（千円） 11,381 11,684 13,462 13,723 16,217

使用料（千円） 5,670 5,574 5,852 5,958 5,990

経費回収率 49.8% 47.7% 43.5% 43.4% 36.9%
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項目

2018

（平成30）

年度

2019

（令和元）

年度

2020

（令和2）

年度

2021

（令和3）

年度

2022

（令和4）

年度

汚水処理費（千円） 11,381 11,684 13,462 13,723 16,217

有収水量（㎥） 39,624 38,825 39,897 40,989 41,185

汚水処理原価（円） 348.16 332.29 296.37 298.69 253.96
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項目

2018

（平成30）

年度

2019

（令和元）

年度

2020

（令和2）

年度

2021

（令和3）

年度

2022

（令和4）

年度

現在水洗便所設置済人口 540 516 503 502 502

現在処理区域内人口 1,014 986 962 940 904

水洗化率（％） 53.3% 52.3% 52.3% 53.4% 55.5%
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１． （1）使用料収入 ＋ （2）受託工事収入 ＋ （3）その他

(1) 2024（令和6）年度以降は、処理区域内人口の推計に基づき試算

(2) 過去実績より見込みなし

(3) 過去実績より見込みなし

２． （1）補助金 ＋ （2）長期前受金戻入 ＋ （3）その他

(1) 他会計補助金 ＋ その他補助金

2024（令和6）年度以降は、過去実績に基づき直近5年の平均値を適用

過去実績より見込みなし

(2) 2024（令和6）年度以降は、固定資産台帳を基に試算

(3) 過去実績より見込みなし

（A）1.営業収益 ＋ 2.営業外収益

１． （1）職員給与費 ＋ （2）経費 ＋ （3）減価償却費

(1) 基本給＋退職給付費＋その他

対象職員なし

対象職員なし

過去実績より見込みなし

(2) 動力費 ＋ 修繕費 ＋ 材料費 ＋ その他

2024（令和6）年度以降は、電気料金高騰を考慮し年1％の増加となる試算

2024（令和6）年度以降は、過去実績に基づき直近5年の平均値を適用

過去実績より見込みなし

2024（令和6）年度から2028（令和10）年度までは、直近5年平均の115％。2029（令和11）年度以降は、直近5年平均の120％

(3) 2024（令和6）年度以降は、固定資産台帳を基に試算

２． （1）支払利息 ＋ （2）その他

(1) 2022（令和4）年度決算統計の地方債年度別償還状況調を基に試算

(2) 2024（令和6）年度以降は、物価高騰を考慮し年1％の増加となる試算

(B)1.営業費用 ＋ 2.営業外費用

収益的収入 ー 収益的支出

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

受託工事収益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金



他 会 計 補 助金



そ の 他 補 助 金

経 費



動 力 費

区　　　　　　分 算出根拠

基 本 給



退 職 給 付 費



そ の 他

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 益 的 収 入

営 業 費 用

職 員 給 与 費



材 料 費



そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

支 払 利 息

そ の 他

収 益 的 支 出

収 益 的 収 支(A)-(B)



修 繕 費
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１． 過去実績より見込みなし

過去実績より見込みなし

２． 過去実績より見込みなし

３． 過去実績より見込みなし

４． 過去実績より見込みなし

５． 過去実績より見込みなし

６． 過去実績より見込みなし

７． 過去実績より見込みなし

８． 過去実績より見込みなし

９． 過去実績より見込みなし

(A)上記合計

１． 過去実績より見込みなし

過去実績より見込みなし

２． 2022（令和4）年度決算統計の地方債年度別償還状況調を基に試算

３． 過去実績より見込みなし

４． 過去実績より見込みなし

５． 過去実績より見込みなし

(B)上記合計

(C)資本的収入 ー 資本的支出

１． 2024（令和6）年度以降は、減価償却費 ー 長期前受金戻入

２． 過去実績より見込みなし

３． 過去実績より見込みなし

４． 過去実績より見込みなし

(D)上記合計

資本的収支 ー 補填財源合計

2022（令和4）年度決算統計の地方債に関する調を基に試算

区　　　　　分 計画根拠

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売却 代金

工 事 負 担 金

そ の 他

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の支 出金

そ の 他

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留保 資金

利 益 剰 余 金処 分額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

補 填 財 源 合 計



資

本

的

収

支

(A)-(B) 資 本 的 収 支

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

補 塡 財 源 不 足 額 (C)-(D)



企 業 債 残 高
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計画年次❶ ❷ ❸ ❹

年　　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

１． (A) 5,990 5,896 5,804 5,713 5,623 5,535

(1) 5,990 5,896 5,804 5,713 5,623 5,535

(2) (B)

(3)

２． 37,274 52,896 52,896 52,896 52,896 52,896

(1) 37,274 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

37,274 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

(2) 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935

(3)

(C) 43,264 58,792 58,700 58,609 58,519 58,431

１． 20,437 44,519 46,466 46,497 46,528 46,559

(1)

(2) 20,437 16,528 18,475 18,506 18,537 18,568

3,007 3,037 3,067 3,098 3,129 3,160

1,699 711 711 711 711 711

15,731 12,780 14,697 14,697 14,697 14,697

(3) 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991

２． 3,152 6,307 5,861 5,411 5,043 4,861

(1) 2,294 1,816 1,325 830 416 188

(2) 858 4,491 4,536 4,581 4,627 4,673

(D) 23,589 50,826 52,327 51,908 51,571 51,420

(E) 19,675 7,966 6,373 6,701 6,948 7,011

(F)

(G)

(H)

19,675 7,966 6,373 6,701 6,948 7,011

(I)

■以下参考

86.2% 59.5% 59.6% 59.7% 59.7% 59.8%

16217 16379 16543 16708 16875 17044

36.9% 36.0% 35.1% 34.2% 33.3% 32.5%

経費回収率

総収益に占める繰入金割合

汚水処理費

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

(F)-(G)

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失）

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

2027

（令和9）年度

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

(C)-(D)


image26.emf
❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ❿

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 5,448 5,363 5,254 5,147 5,043 4,941

(1) 5,448 5,363 5,254 5,147 5,043 4,941

(2) (B)

(3)

２． 52,896 52,896 52,896 52,896 52,896 52,896

(1) 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

34,961 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

(2) 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935

(3)

(C) 58,344 58,259 58,150 58,043 57,939 57,837

１． 46,591 47,262 47,294 47,327 47,360 47,393

(1)

(2) 18,600 19,271 19,303 19,336 19,369 19,402

3,192 3,224 3,256 3,289 3,322 3,355

711 711 711 711 711 711

14,697 15,336 15,336 15,336 15,336 15,336

(3) 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991

２． 4,789 4,767 4,815 4,863 4,911 4,960

(1) 69

(2) 4,720 4,767 4,815 4,863 4,911 4,960

(D) 51,380 52,029 52,109 52,189 52,271 52,353

(E) 6,964 6,230 6,041 5,854 5,668 5,484

(F)

(G)

(H)

6,964 6,230 6,041 5,854 5,668 5,484

(I)

■以下参考

59.9% 60.0% 60.1% 60.2% 60.3% 60.4%

17214 17386 17560 17736 17913 18092

31.6% 30.8% 29.9% 29.0% 28.2% 27.3%

経費回収率

総収益に占める繰入金割合

汚水処理費

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

(F)-(G)

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失）

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

2028

（令和10）年度

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

2029

（令和11）年度

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

(C)-(D)
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計画年次❶ ❷ ❸ ❹

年　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２． 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

３．

４．

５．

(D) 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

(E) 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

１． 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

２．

３．

４．

(F) 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

22,293 12,696 11,677 9,295 4,211 △ 2,846

(G)

(H)

○他会計繰入金

年　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

37,274 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

37,274 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

37,274 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的収 支分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2027

（令和9）年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出金

そ の 他

計

固 定 資 産 売 却 代金

工 事 負 担 金

収 益 的収 支分

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純計 (A)-(B)

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資金

利 益 剰 余 金 処 分額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

2027

（令和9）年度
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❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ❿

年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２． 5,385

３．

４．

５．

(D) 5,385

(E) 5,385

１． 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

２．

３．

４．

(F) 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

△ 4,671 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056

(G)

(H)

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

34,961 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

34,961 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

34,961 34,961 34,961 34,961 34,961 34,961

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的収 支分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2028

（令和10）年度

2029

（令和11）年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出金

そ の 他

計

固 定 資 産 売 却 代金

工 事 負 担 金

収 益 的収 支分

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純計 (A)-(B)

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資金

利 益 剰 余 金 処 分額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

2028

（令和10）年度

2029

（令和11）年度

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度


image29.emf
計画年次❶ ❷ ❸ ❹

年　　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

１． (A) 5,990 5,896 5,804 5,713 5,623 5,535

(1) 5,990 5,896 5,804 5,713 5,623 5,535

(2) (B)

(3)

２． 37,274 52,896 44,896 44,896 44,896 44,896

(1) 37,274 34,961 26,961 26,961 26,961 26,961

37,274 34,961 26,961 26,961 26,961 26,961

(2) 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935

(3)

(C) 43,264 58,792 50,700 50,609 50,519 50,431

１． 20,437 44,519 44,684 44,851 45,020 45,190

(1)

(2) 20,437 16,528 16,693 16,860 17,029 17,199

3,007 3,037 3,067 3,098 3,129 3,160

1,699 711 718 725 733 740

15,731 12,780 12,908 13,037 13,167 13,299

(3) 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991

２． 3,152 6,307 5,861 5,411 5,043 4,861

(1) 2,294 1,816 1,325 830 416 188

(2) 858 4,491 4,536 4,581 4,627 4,673

(D) 23,589 50,826 50,545 50,262 50,063 50,051

(E) 19,675 7,966 155 347 456 380

(F)

(G)

(H)

19,675 7,966 155 347 456 380

(I)

■以下参考

86.2% 59.5% 53.2% 53.3% 53.4% 53.5%

16217 16379 16543 16708 16875 17044

36.9% 36.0% 35.1% 34.2% 33.3% 32.5%

経費回収率

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

(C)-(D)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

(F)-(G)

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失）

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

2027

（令和9）年度

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

総収益に占める繰入金割合

汚水処理費


image30.emf
❺ ❻ ❼ ❽ ❾ ❿

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 5,448 6,114 5,990 5,868 5,749 6,324

(1) 5,448 6,114 5,990 5,868 5,749 6,324

(2) (B)

(3)

２． 44,896 44,896 44,896 44,896 44,896 44,896

(1) 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961

26,961 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961

(2) 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935 17,935

(3)

(C) 50,344 51,010 50,886 50,764 50,645 51,220

１． 45,362 45,394 45,426 45,459 45,492 45,525

(1)

(2) 17,371 17,403 17,435 17,468 17,501 17,534

3,192 3,224 3,256 3,289 3,322 3,355

747 747 747 747 747 747

13,432 13,432 13,432 13,432 13,432 13,432

(3) 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991 27,991

２． 4,789 4,720 4,720 4,720 4,720 4,720

(1) 69

(2) 4,720 4,720 4,720 4,720 4,720 4,720

(D) 50,151 50,114 50,146 50,179 50,211 50,245

(E) 193 896 740 585 434 976

(F)

(G)

(H)

193 896 740 585 434 976

(I)

■以下参考

53.6% 52.9% 53.0% 53.1% 53.2% 52.6%

17214 17386 17560 17736 17913 18092

31.6% 35.2% 34.1% 33.1% 32.1% 35.0%

経費回収率

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

2029

（令和11）年度

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

(C)-(D)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

使 用 料 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益

(F)-(G)

当 年 度 純利 益（ 又は 純損 失）

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

2028

（令和10）年度

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

総収益に占める繰入金割合

汚水処理費
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計画年次❶ ❷ ❸ ❹

年　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２． 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

３．

４．

５．

(D) 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

(E) 22,293 22,752 21,733 19,351 14,267 7,210

１． 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

２．

３．

４．

(F) 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

22,293 12,696 11,677 9,295 4,211 △ 2,846

(G)

(H)

○他会計繰入金

年　　　　　度

2022

（令和4）年度

2023

（令和5）年度

区　　　　　分 （決 算）

決 算

見 込

37,274 34,961 26,961 26,961 26,961 26,961

37,274 34,961 26,961 26,961 26,961 26,961

37,274 34,961 26,961 26,961 26,961 26,961

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

2027

（令和9）年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純計 (A)-(B)

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資金

利 益 剰 余 金 処 分額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的収 支分

2024

（令和6）年度

2025

（令和7）年度

2026

（令和8）年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的収 支分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2027

（令和9）年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出金

そ の 他

計

固 定 資 産 売 却 代金

工 事 負 担 金
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年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２． 5,385

３．

４．

５．

(D) 5,385

(E) 5,385

１． 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

２．

３．

４．

(F) 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056 10,056

△ 4,671 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056 △ 10,056

(G)

(H)

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

26,961 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961

26,961 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961

26,961 26,961 26,961 26,961 26,961 26,961

2029

（令和11）年度

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

2028

（令和10）年度

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純計 (A)-(B)

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資金

利 益 剰 余 金 処 分額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的収 支分

2030

（令和12）年度

2031

（令和13）年度

2032

（令和14）年度

2033

（令和15）年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的収 支分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2028

（令和10）年度

2029

（令和11）年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出金

そ の 他

計

固 定 資 産 売 却 代金

工 事 負 担 金
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2024（令和6）年度 不明水を減らす方法を協議 民間委託等を用いた、コスト効率化に向けた検討

2025（令和7）年度 不明水を減らす方法を実行

2026（令和8）年度 効果検証及び再協議

2027（令和9）年度 不明水を減らす方法を実行

2028（令和10）年度 使用料改定の検討

2029（令和11）年度 使用料改定

2030（令和12）年度 効果検証及び収支再試算

2031（令和13）年度 効果検証及び収支再試算

2032（令和14）年度 使用料改定の検討

2033（令和15）年度 使用料改定

年度 収益確保の活動 経費削減の活動
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財政課 総務課
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🔃
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議会


image1.png
BEBDEFE
DOEDICHLEDED

A7 P30T

Nakadomari Town





image35.emf
Action Plan

（改善） （計画）

施策と目標の見直し 経営戦略の改定

Check Do

（検証） （実行）

達成度の評価と検証 目標達成に向けた

事業実施
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公表
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改定

検証

検討
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